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自治体委託労働者の雇用安定と労働条件改善のための要請書
　日頃より、地方自治の振興と地域公共サービス向上の施策をすすめられていることに、心より敬意を表します。
　自治体業務の民間委託が年々すすみ、競争入札が増加・激化するなかで、委託労働者も雇用不安と低賃金化で生活が脅かされています。価格のみによる競争入札によって、低賃金の委託労働者が生み出されています。いわば、自治体の入札契約が「ワーキングプア」を生み出しています。
　これらの事業体、企業の労働者の雇用や労働条件は、自治体の政策や予算、入札の成否と委託料によって決められており、当該事業所の労使関係だけでは決められないものです。
　良質な地域公共サービスを安心して継続提供できるよう、雇用安定と生活できる労働条件づくりは急務であります。
つきましては、公共サービス基本法も踏まえ、自治体における「使用者責任」の確立、雇用保障と公正取引ルール・公正労働基準の確立にむけ、以下の政策的対応を求めます。
記
１．公共サービス基本法を踏まえ、公契約基本法を制定すること。また、自治体の委託業務に従事する労働者の雇用の継続、適正な賃金・労働条件を確保し、公共サービスの質の確保と社会的価値の実現に寄与するための入札制度改革と公契約条例の制定を進めること。
２．公共サービスの質の確保と安定的な供給、職員の雇用継続、賃金・労働条
件の継続的な確保のため、指定管理者制度の抜本改革を行うこと。特に、2010年12月28日に発出された通知を踏まえた状況把握と助言に努めること。
３．自治体設置の公社・事業団、社協などの統廃合については、特殊法人の整理における1995年2月24日の閣議決定、2001年6月8日衆議院、同19日参議院の付帯決議にならって自治体の使用者責任を明確にし、雇用保障を確立するよう法的整備や助言をおこなうこと。
以　上
